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医療・福祉職の有資格者や
その資格取得を目指す子育て世帯

市政情報Town Information

学生まち活リポーターを募集学生目線の
まちづくりを応援

　学生のまちづくりへの参加促進と、市内で行わ
れているさまざまなまちづくり活動を幅広くPR
することを目的に、「まち活（まちづくり活動）
リポーター」を募集します。
▼活動内容　令和７年２月 28日（金）までにま
ちづくり活動に参加→リポート文の作成と活動風
景の写真を撮影し、事務局に提出
※リポート文１件ごとに、図書カード 1,000 円
分（上限…5,000 円分）を進呈します／提出さ
れたリポート文は、事務局が市公式SNS等で情
報発信します。
▼対象　次の①または②に該当する人
①市内の「高等教育機関（大学など）または高校

（以下、教育機関）」に在学する人／②市内に居住
し、市外の教育機関に在学する人
※個人、グループどちらでも可／１グループの人
数は３人以内。
▼申し込み方法　５月７日（火）～10月31日（木）
に、市ホームページに掲載している申し込みフォ
ームかエントリーシート（チラシ）で申し込みを。
※エントリーシートの提出は郵送か持参で／エン
トリーシートは市内の公共施設にも設置します。
■問い合わせ・申込先　まち活リポー
ター事務局（市民協働課内、〒 036-
8551、上白銀町１の１、市役所２階、
☎40-7108）
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　地域福祉活動の充実のた
めに民生委員の活動をサ
ポートする「民生委員協力
員制度」を導入しています。
　民生委員協力員は、「民
生委員協力員証」を携帯し、
見守り活動や地域福祉活動
を行います。

知っていますか？

民生委員・児童委員
５５月月1212日日はは民生委員・児童委員民生委員・児童委員のの日日
　民生委員・児童委員は、高齢者、障がい者、生
活困窮者、子育て家庭などの見守り活動を行って
います。対象者の自宅を訪問して相談に応じ、支
援が必要な時には、市役所、社会福祉協議会、地
域包括支援センターなどの関係機関につなぐ「橋
渡し役」となります。主任児童委員は、子どもや
子育て家庭への支援を専門に担当する民生委員・
児童委員です。学校、児童相談所などの関係機関
と連携し、子育ての支援や児童健全育成活動を行

※相談内容の秘密は守られます（法による守秘

義務があります）／担当の民生委員・児童委員、

主任児童委員についてはお問い合わせください

／現在欠員となっている区域では、民生委員・

児童委員、主任児童委員の担い手を探していま

す。お気軽にお問い合わせください。

います。市では、397 人（定数）の民生委員・
児童委員、主任児童委員が活動しています。

■問い合わせ先 福祉総務課総務係
（市役所1階、☎ 40-7037）

 民生委員協力員制度民生委員協力員制度
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支援金のお知らせ

▼交付対象者　次の①と②の条件を満たし、かつ
❶～❺のいずれかに該当する人
①移住する直前10年間のうち通算５年以上かつ移
住する直前に、連続して１年以上東京23区に在住
または東京圏に在住し東京23区に通勤していた。
②令和５年４月１日以降に移住し、申請日から５
年以上、市に継続して居住する意思があること。
❶県公式就職情報サイト「あおもりジョブ」に掲
載されている移住支援金対象法人に就業する。
❷内閣府が実施するプロフェッショナル人材事業
または先導的人材マッチング事業を利用して就業

▼交付対象者　次の①～④の条件をすべて満た
し、かつ就業または就学に関する要件を満たす人
①令和６年度弘前市東京圏UJI ターン就職等支
援金の支給要件に該当しないこと。
②移住する直前の10年間のうち通算５年以上か

▼交付対象者　次の①～③の条件をすべて満た
し、かつ❶～❹のいずれかに該当する人
①市出身者（市内教育機関に 1年以上在籍して
いた人）であること。
②令和５年４月１日以降のＵターンであること。
③Ｕターンする直前に連続して５年以上、県外に
在住していたこと。
❶県公式就職情報サイト「あおもりジョブ」に掲

東京圏

県外

県外

弘前市

弘前市

弘前市弘前市

弘前市東京圏UJI ターン
就職等支援金

弘前市医療・福祉職
子育て世帯移住支援金

弘前市Uターン就職等支援金

する。
❸所属先企業等からの命令ではなく、本人の意思
で移住し、引き続きテレワークで業務を実施する。
❹過去に市へ１年以上住所を置いたことがある
「ひろさき移住サポートセンター」の相談者で、
市への移住時の年齢が 40歳未満であり、就職、
転職、就農、事業承継または起業をする。
❺あおもり移住起業支援事業費補助金の交付決定
を受けている。
▼交付額　単身での移住…60万円／２人以上の
世帯での移住…100万円
※ 18歳未満の子どもと一緒に移住
する場合、子ども１人につき 100
万円を上乗せします。

つ移住する直前に、連続して１年以上県外に在住
していたこと。
③令和５年４月１日以降に移住し、申請日から５
年以上、市に継続して居住する意思があること。
④18歳未満の子どもを養育していて、移住前およ
び申請日時点でその子どもと同一世帯であること。
▼交付額　１世帯あたり100万円
※ 18 歳未満の子ども１人につき
100万円、ひとり親世帯の場合はさ
らに100万円を上乗せします。

載されている企業に就業する。
❷内閣府が実施するプロフェッショナル人材事業ま
たは先導的人材マッチング事業を利用して就業する。
❸所属先企業等からの命令ではなく、本人の意思
で移住し、引き続きテレワークで業務を実施する。
❹市へのＵターン時の年齢が 40歳未満であり、
就職、転職、就農、事業承継または
起業をする。
▼交付額　単身での移住…30万円／
２人以上の世帯での移住…50万円

※上記の他に対象要件があります。詳細は市ホームページで確認してください。

■問い合わせ・申請先　商工労政課
（☎35-1135）


